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 （ 目的）  

第１ 条 こ の要綱は、 東京都認証保育所事業実施要綱（ 平成１ ３ 年５ 月７ 日１

２ 福子推第１ １ ５ ７ 号） に基づき 、 東京都が認証し た施設（ 以下「 認証保育

所」 と いう 。） に対し 、 品川区認証保育所運営費等補助金を 交付する に当た

っ ての算定基準およ び手続について規定し 、 も っ て多様な保育ニーズに対応

する こ と を 目的と する 。  

 

 （ 定義）  

第２ 条 こ の要綱における 用語の意義は、 東京都認証保育所事業実施要綱で使

用する 用語の例によ る 。  

 

 （ 補助事業）  

第３ 条 こ の補助金の交付の対象と なる 事業（ 以下「 補助事業」 と いう 。） は、

認証保育所が実施する 事業と する 。  

 



 （ 補助対象児童）  

第４ 条 こ の補助金の対象と なる 児童（ 以下「 補助対象児童」 と いう 。） は、

認証保育所に入所し た者のう ち、 次の各号に掲げる 区分に応じ 、 当該各号に

定める 要件に該当する も のと する 。  

 （ １ ） 認証保育所Ａ 型 

ア 月１ ２ ０ 時間以上の利用が必要な児童（ 保育短時間にあっ ては月４  

８ 時間から 月１ ２ ０ 時間未満ま での利用が必要な児童）  

イ  ０ 歳から 小学校就学前ま での児童 

ウ  保護者およ び児童が、 品川区内に住所を 有する 者 

 （ ２ ） 認証保育所Ｂ 型  

ア 区長が必要と 認める ０ 歳から ２ 歳ま での児童 

イ  保護者およ び児童が、 品川区内に住所を 有する 者 

２  補助対象児童の年齢区分は、認証保育所に入所し た日の属する 年度の初日

の前日の年齢を 当該年度における 年齢と し て取り 扱う 。  

 

 （ 保育の契約）  

第５ 条 認証保育所の設置者（ 以下｢設置者｣と いう 。） は、 補助対象児童の保

育について、 保護者と 次の内容を 明示し た保育の受託に関する 契約を 締結す

る も のと する 。  

 （ １ ） 入所する 児童の生年月日およ び入所時の年齢 

 （ ２ ） 保護者の氏名、 続柄およ び住所 

 （ ３ ） 保育を 必要と する 理由なら びに保育時間およ び契約期間 

 （ ４ ） 児童の保育料 

２  設置者は、 保護者と 保育の受託に関する 契約を 締結し たと き は、 品川区認

証保育所受託届（ 第３ 号様式） を 区長に提出し なければなら ない。  

  ただし 、 各年４ 月１ 日に在籍する 児童については、 契約時にかかわら ず全

員について提出し なければなら ない。  

 

 （ 補助対象経費）  

第６ 条 こ の補助金の交付の対象と なる 経費は、 認証保育所が補助事業を 行う

に当たっ て支出し た経費のう ち、 別表第１ に定める 経費と する 。  

 

 （ 補助金の交付）  

第７ 条 区長は、 別表第１ およ び別表第２ によ り 算出さ れた額の補助金を 予算

の範囲内において交付する も のと する 。 ただし 、 開設準備経費については別

表第１ の１ ま たは２ のいずれかを 交付する も のと する 。  

 

 （ 補助条件）  

第８ 条 補助金の交付に当たっ ては、 別表第３ の条件を 付すも のと する 。  

 

 （ 交付申請）  

第９ 条 運営費に関する 補助金（ 以下「 運営費補助金」 と いう 。） の交付申請

は、 次に掲げる 書類を 区長に提出し て行う も のと する 。 ただし 、 開設準備経

費の交付申請については、 別に定める 。  

 （ １ ） 品川区認証保育所運営費補助金交付申請書（ 第１ 号様式）  



 （ ２ ） 品川区認証保育所運営費補助金交付申請児童名簿（ 第２ 号様式）  

 （ ３ ） 品川区認証保育所受託届（ 第３ 号様式）  

 （ ４ ） その他区長が必要と 認める 書類 

２  運営費に関する 補助金の交付申請は、毎月初日の在籍児童数に基づいて速

やかに行う も のと する 。  

 

３  修繕費に関する 補助金（ 以下「 修繕費補助金」 と いう 。） の交付申請は、

次に掲げる 書類を 区長に提出し て行う も のと する 。  

 （ １ ） 品川区認証保育所修繕費補助金交付申請書（ 第４ 号様式）  

 （ ２ ） 工事費内訳書 

 （ ３ ） 工事契約書の写し  

 （ ４ ） 工事領収書の写し  

 （ ５ ） その他区長が必要と 認める 書類 

４  前３ 項に定める も ののほか、 開設準備経費の交付申請については、 別に定

める 。  

 

 （ 補助金の交付決定）  

第１ ０ 条 区長は、 前条第１ 項の規定に基づく 運営費補助金の交付申請があっ

たと き は、 関係書類を 審査し た上で、 交付の可否を 決定し 、 品川区認証保育

所運営費補助金交付決定通知書（ 第５ 号様式） によ り 申請者に通知する も の

と する 。  

２  区長は、 前条第３ 項の規定に基づく 修繕費補助金の交付申請があっ たと き

は、 関係書類を 審査し た上で、 交付の可否を 決定し 、 品川区認証保育所修繕

費補助金交付決定通知書（ 第６ 号様式） によ り 申請者に通知する も のと する 。 

 

 （ 補助金の請求）  

第１ １ 条 前条の規定によ る 補助金の交付決定を 受けた申請者（ 以下「 補助事

業者」 と いう 。） は、 請求書（ 第７ 号様式） によ り 、 速やかに補助金の支払

を 請求し なければなら ない。  

 

 （ 補助金の支払）  

第１ ２ 条 区長は、前条の規定によ る 請求があっ た場合は、関係書類を 審査し 、

適当と 認めたと き は、 当該請求に係る 補助金を 当該補助事業者に支払う も の

と する 。  

 

 （ 補助事業の変更等）  

第１ ３ 条 補助事業者は、 補助事業について次の各号のいずれかに該当する 場

合は、 あら かじ め区長の承認を 受けなければなら ない。  

 （ １ ） 補助事業の内容を 変更し よ う と する と き 。  

 （ ２ ） 補助事業を 中止し 、 ま たは廃止し よ う と する と き 。  

 （ ３ ） 区内に所在する 認証保育所については、 職員の採用、 退職等によ る 配

置およ び保育室の設備等を 変更する と き 。  

 

 

 



 （ 交付決定の取消し およ び返還）  

第１ ４ 条 区長は、 補助事業者が次の各号のいずれかに該当する 場合は、 補助

金の交付決定の全部ま たは一部を 取り 消すこ と ができ る 。 こ の場合において、

区長は、 品川区認証保育所運営費補助金交付決定取消通知書（ 第８ 号様式）

ま たは品川区認証保育所修繕費補助金交付決定取消通知書（ 第９ 号様式） に

よ り 、 当該補助事業者に通知する も のと する 。  

 （ １ ） 偽り その他不正の手段によ り 補助金の交付を 受けたと き 。  

 （ ２ ） 補助金を 当該補助事業以外の用途に使用し たと き 。  

 （ ３ ） こ の要綱の規定その他、 法令に基づく 命令に違反し たと き 。  

 （ ４ ） その他区長が補助金の返還を 必要と 認めたと き 。  

２  区長は、 前項の規定によ り 補助金の交付決定を 取り 消し た場合において、

既に補助金が交付さ れている と き は、 その全部ま たは一部を 返還さ せる も の

と する 。  

 

 （ 実績報告）  

第１ ５ 条 補助金の交付を 受けた補助事業者は、 当該会計年度終了の日から ６

０ 日以内に、 区長に対し 事業の実績報告書（ 第１ ０ 号様式） を 提出し なけれ

ばなら ない。  

 

 （ 遵守事項）  

第１ ６ 条 補助事業者は、 次に掲げる 事項を 遵守し なければなら ない。  

 （ １ ） 利用者の意見を 聴取する こ と など によ り 、 常に利用者の立場に立っ た

良質な保育サービ ス を 提供する こ と に努める こ と 。  

 （ ２ ） 重大事故があっ たと き は、 速やかに区長に報告する こ と 。  

 （ ３ ） 補助事業の実施に当たり 、 知り 得た個人情報等を 補助事業の目的以外

に使用し 、 ま たは他に漏ら さ ないこ と 。  

 （ ４ ） 非常災害に対する 具体的計画を 立て、 定期的に避難訓練を 実施する こ

と 。  

 （ ５ ） 不慮の事故等に備え、 補償額が１ 回の事故につき ３ 億円以上、 １ 人の

事故につき ３ 千万円以上の賠償責任保険に加入する こ と 。  

 （ ６ ） 児童、 職員およ び施設等に関し て必要な帳簿およ び証拠書類を 備えて

おく こ と 。  

 

 （ 報告およ び調査）  

第１ ７ 条 区長は、 必要がある と 認める と き は、 補助事業者に対し 認証保育所

の運営等について報告を 求め、 ま たは立入調査を する こ と ができ る 。  

２  区長は、 必要がある と 認める と き は、 認証保育所の保育従事者その他の職

員およ び利用児童の保護者等から 事情を 聴取する こ と ができ る 。  

３  補助事業者は、 改善の指導を 受けたと き は、 速やかに改善し なければなら

ない。  

４  補助事業者は、 東京都認証保育所事業実施要綱１ ３ に規定する 文書によ る

改善指導を 受け、 改善の状況およ び計画を 提出する と き は、 それら の文書の

写し を 区長に提出し なければなら ない。  

５  区長は、 補助事業者が第３ 項の指導に従わないと き は、 第７ 条に規定する

補助金の交付を 行わないこ と ができ る 。  



 

（ その他）  

第１ ８ 条 こ の要綱に定める も ののほか、 補助金の交付について必要な事項は、 

子ど も 未来部長が別に定める 。  

 

付則 

 １  こ の要綱は、 平成１ ４ 年４ 月１ 日から 適用する 。  

 

  付則 （ 平成１ ５ 年 ２ 月２ ０ 日改正 要綱第 ４ 号）  

   こ の 要綱は、 平成１ ４ 年４ 月１ 日か ら 適用する 。  

 

  付則 （ 平成１ ５ 年１ １ 月２ ０ 日改正 要綱第９ ３ 号）  

   こ の 要綱は、 平成１ ５ 年４ 月１ 日か ら 適用する 。  

 

  付則 （ 平成１ ６ 年 ８ 月１ ８ 日改正 要綱第１ １ ９ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 １ 6 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成１ ７ 年 ３ 月 ９ 日改正 要綱第  ９ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成１ ７ 年１ ０ 月３ １ 日改正 要綱第 ９ １ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成１ ８ 年 ８ 月２ ３ 日改正 要綱第１ ２ ７ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成２ ０ 年 １ 月 ７ 日改正 要綱第  １ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成２ １ 年 ３ 月３ １ 日改正 要綱第２ ５ ５ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成２ ２ 年１ 月２ ８ 日改正 要綱第３ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成２ ２ 年４ 月１ 日改正 要綱第６ ６ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ２ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成２ ３ 年４ 月１ 日改正 要綱第１ １ ４ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

付則 （ 平成２ ６ 年２ 月４ 日改正 要綱第６ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成２ ６ 年１ ２ 月１ ２ 日改正 要綱第１ ６ ４ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  



 

付則 （ 平成２ ７ 年３ 月２ ４ 日改正 要綱第１ ３ ７ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

付則 （ 平成２ ７ 年１ ２ 月２ ４ 日改正 要綱第５ ２ ６ 号）  

   こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 適 用 す る 。  

 

   付 則 （ 平成２ ８ 年１ ２ 月８ 日改正 要綱第２ ５ ６ 号）  

 こ の要綱は、 平成２ ８ 年４ 月１ 日から 適用する 。  

 

   付 則 （ 平成２ ９ 年１ １ 月２ ７ 日改正 要綱第１ ４ ４ 号）  

 こ の要綱は、 平成２ ９ 年４ 月１ 日から 適用する 。  

 

   付 則 （ 平成３ ０ 年１ ０ 月１ 日改正 要綱第１ ８ ６ 号）  

 こ の要綱は、 平成３ ０ 年１ ０ 月１ 日から 適用する 。  

 

 

   付 則 （ 平成３ ０ 年１ ２ 月２ ６ 日改正 要綱第２ ０ ８ 号）  

１  こ の要綱は、 平成３ ０ 年４ 月１ 日から 適用する 。  

２  こ の要綱に基づく 技能・ 経験に着目し た加算は、 平成３ ０ 年４ 月以後の月

分に係る 品川区認証保育所運営費補助金から 適用し 、 同月前の月分に係る 品

川区認証保育所運営費補助金にあっ ては、 なお従前の例によ る 。  

 

付 則 （ 令和元年１ １ 月１ ３ 日改正 要綱第３ １ ８ 号）  

 こ の要綱は、 平成３ １ 年４ 月１ 日から 適用する 。  

 

付 則 （ 令和３ 年１ 月８ 日改正 要綱第５ 号）  

 こ の要綱は、 令和２ 年４ 月１ 日から 適用する 。  

 

付 則 （ 令和５ 年１ 月１ ７ 日改正 要綱第４ ２ ３ 号）  

１  こ の要綱は、 認証保育所処遇改善加算に係る 規定を 除き 、 令和４ 年４ 月１  

日から 適用する 。  

２  こ の要綱に基づく 認証保育所処遇改善加算に係る 規定は、 令和４ 年１ ０ 月

１ 日から 適用する 。  

 

付 則 （ 令和５ 年１ ２ 月２ ６ 日改正 要綱第５ 号）  

 こ の要綱は、 令和５ 年４ 月１ 日から 適用する 。  

 

付 則 （ 令和６ 年１ ０ 月１ ８ 日改正 要綱第３ ２ １ 号）  

 こ の要綱は、 令和６ 年４ 月１ 日から 適用する 。  



別表第１ （ 第６ 条、 第７ 条、 第１ ４ 条関係）  

 

品川区認証保育所運営費等補助対象経費 

項目 基準額 
補助対

象経費 

 
 

運 
 

 
 

営 
 

 
 

費 

１  毎月初日の在籍児童数に、次の額を 乗じ て得た金額と する 。 

ただし 、 保育短時間に該当する 児童の場合は以下の「 保育短

時間単価」 を 乗じ て得た金額と する 。 なお、 ４ 月から 翌年の

３ 月ま では、 冷暖房費と し て上記単価に１ １ ０ 円を 加算し た

単価と する 。  

 

単価およ び保育短時間単価          （ 単位： 円） 

定員規模 年齢区分 単価 保育短時間単価 

40 人ま で 

0 歳 176, 140 159, 600 

1～2 歳 126, 790 110, 250 

3 歳 88, 070 71, 520 

4 歳～ 83, 160 66, 620 

41～50 人 

0 歳 139, 640 133, 040 

1～2 歳 90, 290 83, 690 

3 歳 51, 570 44, 970 

4 歳～ 46, 660 40, 060 

51～60 人 

0 歳 133, 670 128, 190 

1～2 歳 84, 320 78, 840 

3 歳 45, 600 40, 120 

4 歳～ 40, 690 35, 210 

61～70 人 

0 歳 129, 490 124, 760 

1～2 歳 80, 140 75, 410 

3 歳 41, 410 36, 690 

4 歳～ 36, 510 31, 780 

71～80 人 

0 歳 126, 330 122, 200 

1～2 歳 76, 980 72, 850 

3 歳 38, 260 34, 120 

4 歳～ 33, 350 29, 220 

81～90 人 

0 歳 123, 940 120, 280 

1～2 歳 74, 590 70, 930 

3 歳 35, 770 32, 110 

4 歳～ 31, 100 27, 210 

91～100 人 

0 歳 119, 700 116, 360 

1～2 歳 70, 350 67, 010 

3 歳 31, 650 28, 280 

4 歳～ 27, 130 23, 380 

101～110 人 

0 歳 118, 330 115, 330 

1～2 歳 68, 980 65, 980 

3 歳 30, 350 27, 250 

4 歳～ 25, 820 22, 350 

111～120 人 

0 歳 117, 130 114, 430 

1～2 歳 67, 780 65, 080 

3 歳 29, 200 26, 260 

4 歳～ 24, 670 21, 360 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認証保

育所の

運営に

要する

経費 

 

 



 

運 
 

 
 

営 
 

 
 

費 

２  ３ 歳児配置改善加算・ ４ 歳以上児配置改善加算 

当該認証保育所の年齢別保育従事職員のう ち、３ 歳児に係る  

保育従事職員を ３ 歳児１ ５ 人につき １ 人によ り 実施する 場合 

に、 当該月の初日在籍３ 歳児童数に、 ４ ， １ ５ ０ 円を 乗じ て得 

た金額を 加算する 。  

当該認証保育所の年齢別保育従事職員のう ち、 ４ 歳以上児 

に係る 保育従事職員を ４ 歳以上児２ ５ 人につき １ 人によ り  

実施する 場合（ チーム 保育推進加算を 算定し ている 場合は除 

く 。） に、 当該月の初日在籍４ 歳以上児童数に、 １ ， ６ ６ ０ 円 

を 乗じ て得た金額を 加算する 。  

なお、 各加算について、 要件に適合し た日が月の途中の場 

合は、 翌月から 加算の対象と する 。 要件に適合し なく なっ た 

場合には、 要件に適合し なく なっ た日の属する 月の翌月から  

加算の対象外と する 。 要件に適合し なく なっ た日が月の初日 

の場合には、 その月から 加算の対象外と する 。  

 

３  減価償却費加算 

次の要件のすべてに該当する 場合に、当該月の初日の在籍児

童に次の定員区分に応じ た金額を 加算する 。  

（ 単位： 円）  
 

定員 加算額 要件 

40 人ま で 4, 700 
（ １ ） 認証保育所の用に供する 建物が自己所有

である こ と （ 注１ ）。  

（ ２ ） 建物を 整備し 、 ま たは取得する 際に、 建

設資金ま たは購入資金が発生し ている こ

と 。  

（ ３ ） 建物の整備に当たっ て、 施設整備費ま た

は改修費等の補助を 受けていないこ と 。

（ 注２ ）  

（ ４ ） 賃借料加算の対象と なっ ていないこ と 。  
（ 注１ ） 施設の一部が賃貸借物件の場合は、 自己所有の

建物の延べ面積が施設全体の延べ面積の５ ０ ％以上

である こ と 。  

（ 注２ ） 施設整備費等の補助を 受けて建設し た建物につ

いて、 整備後一定年数を 経過し た後に、 次の要件のす

べてに該当する 改修等を 行っ た場合には、 上記（ ３ ）

に該当する こ と と し て差し 支えない。  

ア  老朽化等を 理由と し て改修等が必要で 

あ っ たと 区長が認める こ と 。  

イ  当該改修等に当たっ て補助を 受けてい 

ないこ と 。  

ウ  １ 施設当たり の改修等に要し た費用を  

２ , ０ ０ ０ で除し て得た値が、 建物全体の 

延べ面積に２ を 乗じ て得た値を 上回る 場 

合で、 かつ、 改修等に要し た費用が１ , ０  

０ ０ 万円以上である こ と 。  

41～50 人 2, 600 

51～60 人 2, 150 

61～70 人 1, 850 

71～80 人 2, 100 

81～90 人 1, 850 

91～100 人 1, 700 

101～110 人 1, 850 

111～120 人 1, 700 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認証

保育

所の

運営

に要

する

経費 

 

 



運 
 

 
 

営 
 

 
 

費 

４  賃借料加算 

次の要件のすべてに該当する 場合に、当該月の初日の在籍児

童に次の定員区分に応じ た金額を 加算する 。 ただし 、 賃借料加

算の合計金額が賃貸借物件に対する 賃借料を 超える 場合は、当

該賃借料と 同額と する 。  
（ 単位： 円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５  チーム 保育推進加算 

 当該月の初日の在籍児童に次の定員区分に応じ た金額を 加 

算する 。 加算要件は別表２ のと おり 。  
（ 単位： 円）  

定員 加算額 

40 人ま で 14, 720 

41～50 人 5, 830 

51～60 人 4, 910 

61～70 人 4, 220 

71～80 人 3, 680 

81～90 人 3, 240 

91～100 人 2, 870 

101～110 人 2, 640 

111～120 人 2, 450 
 

定員 加算額 要件 

40 人ま で 8, 800 
（ １ ） 認証保育所の用に供する 建物が賃

貸借物件である こ と （ 注）。  

（ ２ ） 上記（ １ ） の賃貸借物件に対する

賃借料が発生する こ と 。  

（ ３ ） 本要綱に規定する 開設準備経費の

建物賃借料の対象月でないこ と 。  

（ ４ ） 減価償却費加算の対象と なっ てい

ないこ と 。  

（ 注） 施設の一部が自己所有の場合

は、 賃貸借によ る 建物の延べ面積が

施設全体の延べ面積の５ ０ ％以上

である こ と 。  

 

41～50 人 4, 900 

51～60 人 4, 050 

61～70 人 3, 550 

71～80 人 3, 950 

81～90 人 3, 550 

91～100 人 3, 100 

101～110 人 3, 400 

111～120 人 3, 100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認証

保育

所の

運営

に要

する

経費 

 



 

６  技 能 ・ 経 験 に 着 目し た 加 算  

  次 の 職 層 区 分 に 応 じ た 職 員 １ 人 当 た り 単 価 に 、 職 層

区 分 に 応 じ た 加 算 額 の 算 定 に 用 い る 職 員 数 お よ び 賃 金

改 善 実 施 月 数 を 乗 じ て 得 た 金 額 を 加 算 す る 。  
（ 単 位 ： 円 ）  

職層区分 

（ 注１ ）  

職員１ 人当

たり 単価 

（ 注２ ）  

加算額の算定に 

用いる 職員数 

（ 注３ ）  

賃金改善 

実施月数 

第３ 職層（ 専門リ ー

ダー等）  
24, 510 人数Ａ  

月数 
第４ 職層（ 職務分野

別リ ーダー等）  
3, 070 人数Ｂ  

（ 注 １ ） 職 層 区 分 は 、 ４ 職 層 以 上 か ら な り 、 第 １ 職 層 の

職 員 は 施 設 長 、 第 ２ 職 層 の 職 員 は 施 設 長 以 外 の 管 理 職 、

第 ３ 職 層 の 職 員 は 施設 長 等 の 管 理 職 を 支 え る ラ イ ン 職

ま た は 高 い 専 門 性 を 複 数 も つ ス タ ッ フ 職 （ 専 門 リ ー ダ

ー 等 ）、 第 ４ 職 層 の 職 員 は 少 な く と も １ つ の 分 野 に 専 門

性 を も つ 職 員 （ 職 務分 野 別 リ ー ダ ー 等 ） と 定 義 す る 。  

（ 注２ ）当該単価には、法定福利費等の事業主負担増加額を 含む。 

（ 注３ ） 人数Ａ およ び人数Ｂ は、 次の年齢別配置基準によ る 職員

数の合計に、 定員４ ０ 人以下の場合は４ ． ２ 、 定員４ １ 人～９

０ 人の場合は５ ． ２ 、 定員９ １ 人～１ ２ ０ 人の場合は５ ． ０ を

加えた人数（ １ 人未満の端数がある 場合は、 こ れを 四捨五入す

る 。） を 基礎と し 、 人数Ａ については１ ／３ 、 人数Ｂ について

は１ ／５ を 乗じ て得た人数と する 。  

 

【 年齢別配置基準によ る 職員数】  

（ １ ） 加算当年度（ 加算を 受けよ う と する 年度。 以下同じ 。） の 

４ 月時点の状況によ り ３ 歳児配置改善加算およ び４ 歳以上 

児配置改善加算を 受けていない場合 

｛ ４ 歳以上児数×１ ／３ ０ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

｛ ３ 歳児数×１ ／２ ０ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

｛ １ ・ ２ 歳児数×１ ／６ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

｛ ０ 歳児数×１ ／３ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝  

（ 小数点第１ 位以下四捨五入）  

（ ２ ） 加算当年度の４ 月時点の状況によ り ３ 歳児配置改善加算の 

みを 受けている 場合 

｛ ４ 歳以上児数×１ ／３ ０ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

 ｛ ３ 歳児数×１ ／１ ５ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

 ｛ １ ・ ２ 歳児数×１ ／６ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

 ｛ ０ 歳児数×１ ／３ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝  

 （ 小数点第１ 位以下四捨五入）  

 



運 
 

 
 

営 
 

 
 

費 

（ ３ ） 加算当年度の４ 月時点の状況によ り ４ 歳児配置改善加算の

みを 受けている 場合 

｛ ４ 歳以上児数×１ ／２ ５ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

 ｛ ３ 歳児数×１ ／２ ０ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

 ｛ １ ・ ２ 歳児数×１ ／６ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

 ｛ ０ 歳児数×１ ／３ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝  

（ 小数点第１ 位以下四捨五入）  

（ ４ ） 加算当年度の４ 月時点の状況によ り ３ 歳児・ ４ 歳児配置改

善加算を 受けている 場合 

｛ ４ 歳以上児数×１ ／２ ５ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

 ｛ ３ 歳児数×１ ／１ ５ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

 ｛ １ ・ ２ 歳児数×１ ／６ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝ ＋ 

 ｛ ０ 歳児数×１ ／３ （ 小数点第２ 位以下切捨て）｝  

※ 年齢別児童数は、当該年度４ 月時点ま たは各月平均の年齢別 

児童数と する 。  

※ １ 人未満の端数がある 場合には四捨五入する 。 ただし 、 四捨

五入し た結果が「 零」 になる 場合は「 １ 」 と する 。  

 

７  イ ン フ ル エ ン ザ 予防 接 種 費 用 助 成  

  認 証 保 育 所 に お け る イ ン フ ル エ ン ザ の 感 染 拡 大 を 防

止 す る た め 、 職 員 が イ ン フ ル エ ン ザ の 予 防 接 種 を 受 け

た 場 合 で 次 に 掲 げ る 要 件 を 満 た す と き に 、 職 員 １ 人 当

た り ３ ， ０ ０ ０ 円 を 年 １ 回 助 成 す る 。 た だ し 、 イ ン フ

ル エ ン ザ の 予 防 接 種 に 係 る 費 用 の 額 が ３ ， ０ ０ ０ 円 よ

り 低 い 場 合 は 、 当 該費 用 の 額 と 同 額 と す る 。  

（ １ ）  助 成の 対 象 と な る 職 員（ 以 下「 対 象 職 員 」 と い う 。）

は 、 現 に 認 証保 育 所 に 勤 務 す る 職 員 で あ る こ と 。  

（ ２ ） イ ン フ ル エ ン ザ の 予防 接 種 を 受 け る 期 間（ 以 下「 対

象 期 間 」 と い う 。） は 、 １ ０ 月か ら 翌 年 １ 月 ま で で あ

る こ と 。 た だ し 、 区 長 が 特 別 の 必 要 が あ る と 認 め る

と き は 、 他 の 月 に つ い て も 対 象 期 間 と す る こ と が で

き る 。  

（ ３ ） 設 置 者 が 費 用 を 負 担 し て 、 対 象 職 員 が 対 象 期 間 内

に イ ン フ ル エ ン ザ の 予 防 接 種 を 受 け た こ と が 確 認 で

き る 書 類 の 写 し を 添 付 す る こ と 。  

 

８  認証保育所処遇改善等加算 

 表１ の単価表によ り 職員１ 人当たり 単価に加算額の算定に

用いる 職員数及び賃金改善実施月数を 乗じ て得た金額と 、表２

に定める 加算額にひと 月の平均年齢別在籍児童数（ 注１ ） 及び

賃金改善実施月数を 乗じ て得た額を 比較し 、高い方の金額を 加

算する 。  
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（ 単位： 円）  
 （ 表１ ）  

 職員 1 人 

当たり 単価 

加算額の算定に用いる  

職員数（ 注２ ）  

賃金改善 

実施月数 

11, 030 人数Ｃ  月数 

 

（ 表２ ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 （ 注１ ）「 ひと 月の平均年齢別在籍児童数」 は、 加算当年度の賃金改善実施

期間における 各月初日の年齢区分別の在籍児童数の見込数の総数を 賃金

改善実施期間の月数で除し て得た数（ １ 人未満の端数は四捨五入） と す

る こ と 。 在籍児童数の見込数については、 過去の実績等を 勘案し 、 実態

に沿っ たも のと する こ と 。  

 

 

定員規模 年齢区分 加算額 賃金改善実施月数 

40 人ま で 

0 歳 8, 350 

月数 

1～2 歳 6, 070 

3 歳 4, 670 

4 歳～ 4, 240 

41～50 人 

0 歳 6, 300 

1～2 歳 4, 020 

3 歳 2, 630 

4 歳～ 2, 200 

51～60 人 

0 歳 6, 010 

1～2 歳 3, 730 

3 歳 2, 340 

4 歳～ 1, 910 

61～70 人 

0 歳 5, 800 

1～2 歳 3, 520 

3 歳 2, 130 

4 歳～ 1, 700 

71～80 人 

0 歳 5, 650 

1～2 歳 3, 370 

3 歳 1, 970 

4 歳～ 1, 540 

81～90 人 

0 歳 5, 530 

1～2 歳 3, 250 

3 歳 1, 850 

4 歳～ 1, 420 

91～100 人 

0 歳 5, 390 

1～2 歳 3, 110 

3 歳 1, 720 

4 歳～ 1, 290 

101～110

人 

0 歳 5, 320 

1～2 歳 3, 040 

3 歳 1, 640 

4 歳～ 1, 210 

111～120

人 

0 歳 5, 250 

1～2 歳 2, 970 

3 歳 1, 580 

4 歳～ 1, 150 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認証

保育

所の

運営

に要

する

経費 

 



運 
 

 
 

営 
 

 
 

費 

（ 注２ ） 人数Ｃ は、第６ 号に定める 年齢別配置基準によ る 職員数（ 以下「 年

齢別配置基準によ る 職員数」 と いう 。） の合計に、 １ ． ３ を 乗じ 、 定員３

０ 人以下の場合は、 ７ ． ８ 、 定員３ １ 人から ４ ０ 人以下の場合は７ ． ５ 、

定員４ １ 人～９ ０ 人の場合は８ ．７ 、定員９ １ 人～１ ２ ０ 人の場合は８ ．

４ を 加えた人数と する （ １ 人未満の端数は四捨五入）。  

 

９  療育支援加算 

次の施設区分に応じ た単価に実施月数を 乗じ て得た額を 加 

算する 。 加算要件は別表２ のと おり 。  
（ 単位： 円）  

施設 単価 実施月数 

特別児童扶養手当支給対象児童

受入施設 
30, 960 

月数 

その他障害児受入施設 20, 570 

 

 

１ ０  高齢者等活躍促進加算 

次の高齢者等の年間総雇用時間数の区分に応じ た単価を ３

月分運営費に加算する 。 加算要件は別表２ のと おり 。  
（ 単位： 円）  

高齢者等の年間総雇用時間数 単価 

400 時間以上 800 時間未満 238, 000 

800 時間以上 1200 時間未満 396, 500 

1200 時間以上 555, 500 

 

１ １  施設機能強化推進費加算 

80, 000 円を ３ 月分運営費に加算する 。 加算要件は別表２ の

と おり 。  

 

１ ２  小学校接続加算 

次の区分に応じ た単価を ３ 月分運営費に加算する 。加算要件

は別表２ のと おり 。  
（ 単位： 円）  

区分 単価 

加算要件（ １ ） およ び（ ２ ） のいずれ

の取組も 実施し ている 場合 
20, 190 

加算要件（ １ ） ～（ ３ ） すべての取組

を 実施し ている 場合 
158, 570 

 

１ ３  栄養管理加算 

次の区分に応じ た単価に実施月数乗じ て得た額を 加算する 。

加算要件は別表２ のと おり 。  
（ 単位： 円）  

区分 単価 備考 

A 
47, 480 

A： Bを 除き 栄養士を 雇用契約等によ り 配置し ている  

施設 

B 
29, 750 

B： 第 1 号およ び他の加算の算定に当たっ て求めら れ 

る 職員が栄養士を 兼務し ている 施設 

C  5, 000 C： Aま たは Bを 除き 、 栄養士を 嘱託等し ている 施設 
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繕 
 

 
 

費 

認証保育所の建物およ び設備の老朽化等に対応する ため、次に

掲げる 要件に該当する 場合に、区長が必要と 認める 施設ま たは設

備の修繕等に要する 経費で、施設ご と に補助対象経費に係る 設置

者の実支出額の２ 分の１ の額と ２ ，５ ０ ０ 千円を 比較し ていずれ

か少ない金額を 補助する 。  

（ １ ）  こ の補助金の申請要件は、 次のと おり と する 。 ただし 、

（ ２ ） ア（ イ ） に定める 経費については、 アおよ びイ に掲

げる 申請要件を 適用し ないこ と と する 。  

  ア  認証保育所の開設後１ ０ 年を 経過し ている こ と 。 なお、

設置者変更によ る 新規開設、 旧保育室から の移行、 認可外

保育施設から の移行等、認証保育所と し て開設する 前にも

その施設において保育事業を 行っ ていた場合は、当該保育

事業を 開始し た時点を 起算点と する 。  

  イ  当該補助を 受け、 修繕を 行っ た設備等については、 修繕

後１ ０ 年を 経過し ている こ と 。  

  ウ  １ 施設につき 、 年１ 回ま での補助である こ と 。  

（ ２ ） こ の補助金は、 中規模修繕（ ５ ， ０ ０ ０ 千円以下の施設ま

たは設備の改修ま たは改装に要する 経費） を 交付の対象と す

る 。 中規模修繕の対象と なる 事業については、 国庫補助（ 平

成２ ０ 年６ 月１ ２ 日雇児発第０ ６ １ ２ ０ ０ ２ 号厚生労働省

雇用均等・ 児童家庭局長通知「 次世代育成支援対策施設整備

交付金における 大規模修繕等の取扱いについて」） の対象と

なる 大規模修繕等に準じ る も のと し 、具体的には次の経費を

対象と する 。  

  ア  施設の一部改修 

（ ア）  一定年数を 経過し て使用に耐えなく なり 、 改修が必

要と なっ た浴室、 食堂等の改修ま たは外壁、 屋上等の防

水等の施設の改修工事（ 専ら 、 性能ま たは機能の向上を

目的と する 工事は補助対象と なら ない）  

（ イ ）  衛生環境の改善を 目的と し たト イ レ や調理場等の改

修工事、 手洗い場等の設置・ 改修工事（ 新型コ ロ ナウ イ

ルス 感染症等の感染症対策と し て実施する 改修（ ト イ

レ ・ 調理場等の乾式化、 非接触型の蛇口の設置等））  

  イ  施設の附帯設備の改修 

    一定年数を 経過し て使用に耐えなく なり 、改修が必要と

なっ た給排水設備、 電気設備、 ガス 設備、 冷暖房設備、 消

防用設備等の改修工事 

  ウ  その他の施設ま たは設備の改修等 

    アおよ びイ に準ずる 工事と し て区長が必要と 認める 改

修工事 

（ ３ ） 次に掲げる 経費は、 こ の補助金の対象外と する 。  

  ア  少破修理等の軽易な整備 

  イ  備品購入 

  ウ  土地の整地等の整備 
 

工事

費 



開 

設 

準 

備 

経 

費 

１  認証保育所Ａ 型を 開設する ために必要な改修経費 

  保育サービ ス 基盤の拡充に資する ため、区長が補助する こ と

を 適当と 認めた場合に交付する こ と と し 、施設ご と に次の（ １ ）

およ び（ ２ ） の金額を 比較し て、いずれか少ない金額を 選定し 、

その選定し た金額と する 。  

（ １ ） 補助対象経費に係る 設置者の実支出額の２ 分の１ の額   

（ ２ ） １ か所あたり  ３ ７ ， ０ ０ ０ 千円以内 

設計

委託

費 

 

工事

費 

２  安心こ ど も 基金によ る 保育所開設準備費 

「 子育て支援対策臨時特例交付金（ 安心こ ど も 基金） の運営

について」（ 平成２ １ 年７ 月１ 日付２ １ 文科初第６ ２ ６ ９ 号・

雇児発第０ ７ ０ １ 第３ 号文部科学省初等中等教育局長・ 厚生労

働省雇用均等・ 児童家庭局長通知） の別紙「 安心こ ど も 基金管

理運営要領」 の第３ およ び第４ に基づき 行う 「 賃貸物件によ る

保育所整備事業」 に定める 保育所開設準備費（ 認証保育所を 賃

貸物件によ り 新たに設置する 場合で、設置者が貸主に対し て支

払う 建物賃借料（ 年度当初から 年度末ま でを 対象と する 家賃）

およ び礼金を 含む。） について、 施設ご と に次の（ １ ） およ び

（ ２ ） の金額を 比較し て、 いずれか少ない金額を 選定し 、 その

選定し た金額と する 。 ただし 、 本経費の対象は、 認可基準を 満

たす認証保育所に限る 。  

（ １ ） 補助対象経費に係る 設置者の実支出額の４ 分の３ の額   

（ ２ ） １ か所あたり ２ ４ ， ０ ０ ０ 千円以内 

 

 

設計

委託

費 

 

工事

費 

 

礼金 

 

建物

賃借

料 

 

 



別表第２ （ 第７ 条関係）  

品川区認証保育所運営費補助加算要件 
１  チーム 保育推進加算（ 別表第１ 運営費の項第５ 号）  

次の要件全てに該当する 施設に加算する 。 ただし 、 次の要件に適合し なく な

っ た場合には、 適合し なく なっ た日の属する 月の翌月（ 月初日に適合し なく な

っ た場合はその月） から 加算の適用が無いも のと する 。  

（ １ ）「 必要保育従事職員数」 を 超えて保育従事職員を 配置し ている こ と （ 注 

１ およ び注２ ）。  

（ ２ ） キャ リ アを 積んだチーム リ ーダーの位置付け等チーム 保育体制を 整備す 

る こ と （ 注３ ）。  

（ ３ ） 職員の平均経験年数が 12 年以上である こ と （ 注４ ）。  

（ ４ ） 当該加算によ る 増収を 、 保育従事職員の増員ま たは当該保育所全体の職

員の賃金改善に充てる こ と （ 注５ ）。  

（ 注１ ）「 必要保育従事職員数」 は次のアおよ びイ を 合計し た数である こ と 。  

ア 年齢別配置基準によ る 職員数 

イ  定員９ ０ 人以下の施設については１ 人 

（ 注２ ） 必要保育従事職員数を 超えて配置する 保育従事職員の数は、 常勤換算 

人数（ 小数点第２ 位以下切り 捨て、小数点第１ 位四捨五入前） から「 必 

要保育従事職員数」 を 減じ て得た数の小数点第１ 位を 四捨五入し た員 

数と する 。 なお、 常勤以外の職員を 配置する 場合については、 下記の 

算式によ っ て得た数値によ り 充足状況を 確認する こ と 。  

（ 例） ０ ． ６ 人の場合、 １ 人 

＜算式＞  

常勤職員の保育従事職員に代えて充てた常勤職員以外の保育従事職員の所

定労働時間数の合計÷常勤職員の保育従事職員の所定労働時間数規則等で定

めた常勤職員の１ か月の勤務時間数 

（ 注３ ） チーム 保育体制の整備と は、 年齢別配置基準によ る 職員数を 超えて、 

主に３ ～５ 歳児について複数保育士によ る 保育体制の構築を いう 。  

（ 注４ ） 職員の平均経験年数については、「 施設型給付費等に係る 処遇改善等 

加算について」（ 令和５ 年６ 月７ 日付こ 成保 39・ ５ 文科初第 591 号こ

ど も 家庭庁成育局長及び文部科学省初等中等教育局長連名通知） 第４

の１ における 職員一人当たり の平均経験年数を も っ て確認する こ と 。 

（ 注５ ） 加算額の実績と （ ４ ） の要件に掲げる 支出と を 比較し て差額が生じ た 

場合には、 速やかに加算当年度において、 その全額を 一時金等によ り  

賃金改善に充てる こ と 。  

 
２  療育支援加算（ 別表第１ 運営費の項第９ 号）  

障害児（ 注１ ） を 受け入れている （ 注２ ） 施設において、 補助者（ 注３ ） を
配置し 、 地域住民等の子ど も の療育支援に取り 組む場合に加算する 。  

なお、 当該加算が適用さ れる 施設においては、 障害児施策と の連携を 図り つ
つ、 障害児保育に関する 専門性を 活かし て、 地域住民や保護者から の育児相談
等の療育支援に積極的に取り 組むこ と （ 注４ ）。  

上記の要件に適合し なく なっ た場合には、 適合し なく なっ た日の属する 月の
翌月（ 月初日に適合し なく なっ た場合はその月） から 加算の適用が無いも のと
する 。   
（ 注１ ） 区長が認める 障害児と し 、身体障害者手帳等の交付の有無は問わない。 



医師によ る 診断書や巡回支援専門員等障害に関する 専門的知見を 有 
する 者によ る 意見提出など 障害の事実が把握可能な資料を も っ て確 
認し ても 差し 支えない。  

（ 注２ ）「 障害児を 受け入れている 」 と は、 月の初日において障害児が１ 人以 
上利用し ている こ と を も っ て満たし ている も のと し 、 以降年度を 通じ  
て当該要件を 満たし ている も のと する こ と 。  

（ 注３ ） 主任保育士ま たは障害児保育を 担当する 保育士を 補助する 非常勤職員 
であっ て、 資格の有無は問わない。  

（ 注４ ） 取組の例示 
・ 施設を 利用する 気になる 段階の子ど も を 含む障害児について、 障害児施 

策と の連携によ り 、 早期の段階から 専門的な支援へと 結びつける 。  
・ 地域住民から の育児相談等へ対応し 、 専門的な支援へと 結びつける 。  
・ 補助者の活用によ り 障害児施策と の連携を 図る 。  
・ 保育所等訪問支援事業における 個別支援計画の策定に当たっ ての連携役を

担う 。  
・ 障害児施策と の連携によ り 、 施設における 障害児保育の専門性を 強化し 、 

障害児に対する 支援の充実を 図る 。  
 
３  高齢者等活躍促進加算 （ 別表第１ 運営費の項第１ ０ 号）  

高齢化社会の到来等に対応し て、 高齢者等ができ る だけ働き やすい条件の整
備を 図り 、 ま た、 高齢者等によ る き め細やかな補助対象児童の処遇の向上を 図
る ため、 次の要件を 満たす施設に加算する 。  
（ １ ） 高齢者等（ 注１ ） を 職員配置基準以外に非常勤職員（ 注２ ） と し て雇用

（ 注３ ） し 、 施設の業務の中で比較的高齢者等に適し た業務（ 注４ ） を 行
わせ、 かつ、 当該年度中における 高齢者等の総雇用人員の累積年間総雇用
時間が、 ４ ０ ０ 時間以上見込ま れる こ と 。  

ま た、 雇 用 保 険 法施 行 規 則（ 昭 和 ５ ０ 年 労 働 省 令 第 ３ 号 ） 第 １ １
０ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 特 定 就 職 困 難 者 コ ー ス 助 成 金 そ の 他 の 高 齢
者 等 の 雇 用 に 係 る 助 成金 を 受けている 施設（ 受ける 予定の施設を 含
む。） でその補助の対象と なる 職員は対象と し ないこ と 。  

なお、 雇用形態は通年が望ま し いが短期間でも 雇用予定がはっ き り し て
いて、 利用子ど も 等の処遇の向上が期待さ れる 場合には、 こ の加算対象と
し て差し 支えないこ と 。  

（ 注１ ）「 高齢者等」 と は、 次のいずれかに該当する 者と する 。  
ア 当該年度の４ 月１ 日現在ま たは、 その年度の途中で雇用する 場合

はその雇用する 時点において満６ ０ 歳以上の者  
イ  身体障害者（ 身体障害者福祉法（ 昭和２ ４ 年法律第２ ４ ３ 号） に

規定する 身体障害者手帳を 所持し ている 者）  
ウ  知的障害者（ 知的障害者更生相談所、 児童相談所等において知的

障害者と 判定さ れた者で、 都道府県知事が発行する 療育手帳ま た
は判定書を 所持し ている 者）  

エ 精神障害者（ 精神保健及び精神障害福祉法に関する 法律（ 昭和２
５ 年法律第１ ２ ３ 号） に規定する 精神障害者保健福祉手帳を 所持
し ている 者）  

オ 母子家庭の母およ び父子家庭の父なら びに寡婦（ 母子及び父子並
びに寡婦福祉法（ 昭和３ ９ 年法律第１ ２ ９ 号） に規定する 母子家
庭の母およ び父子家庭の父なら びに寡婦）  

（ 注２ ） 非常勤職員は、 １ 日６ 時間未満ま たは月２ ０ 日未満勤務の者を 対象と
する 。  

（ 注３ ） 雇用は、 雇用契約ま たは派遣契約によ る 場合のみを 対象と する 。  



（ 注４ ） 高齢者等が行う 業務の内容は、 次に掲げる も のと する 。  
 ア 補助対象児童と の話し 相手ま たは相談相手 
イ  補助対象児童の身の回り の世話( 爪切り 、 洗面等)   
ウ  補助対象児童の通院、 買い物ま たは散歩の付き 添い 
エ 補助対象児童が参加する ク ラ ブ活動の指導 
オ 補助対象児童の給食のあと かたづけ 
カ  補助対象児童の喫食の介助 
キ 洗濯、 清掃等の業務 
ク  その他補助対象児童に関し て高齢者等に適し た業務 

（ ２ ） 次に掲げる 要件のいずれかに該当する こ と 。  
ア 東京都医療的ケア児保育支援事業実施要綱（ 令和４ 年３ 月３ ０ 日付

３ 福保子保第５ ５ ０ ５ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  
イ  東京都一時預かり 事業実施要綱（ 平成２ ７ 年７ 月２ ７ 日付２ ７ 福保

子保第５ ０ ７ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  
ウ  東京都一時預かり 事業・ 定期利用保育事業実施要綱（ 平成７ 年１ ０

月２ ３ 日付７ 福子推 第２ ７ ６ 号） に定める 事業を 実施し ている こ
と 。  

エ 東京都病児保育事業実施要綱（ 平成２ １ 年９ 月８ 日２ １ 福保子保第
３ ７ ５ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  

オ 多様な他者と の関わり の機会の創出事業実施要綱（ 令和５ 年３ 月３
０ 日付４ 福保子保第４ ９ ４ ３ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。 

カ  夜間帯保育事業実施要綱（ 令和元年９ 月１ 日付３ １ 福保子保第２ ０
１ ２ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  

キ ４ 月から １ １ 月ま での各月初日を 平均し て乳児が３ 人以上利用し
ている こ と 。  

ま た、 ①乳児の利用定員が３ 人以上あり 、 かつ、 ②乳児保育を 実
施する 職員体制を 維持し 、 ③地域の親子が交流する 場の提供や子育
てに関する 相談会を 月２ 回以上開催し ている 場合、 前年度に要件を
満たし ていた場合については、 乳児３ 人以上の利用の要件を 満たし
たも のと 取り 扱う 。  

ク  ４ 月から １ １ 月ま での間に１ 人以上の障害児（ 軽度障害児を 含む。） 
（ 注５ ） の利用がある こ と 。  
（ 注５ ） 区長が認める 障害児と し 、 身体障害者手帳等の交付の有無 
は問わない。 医師によ る 診断書や巡回支援専門員等障害に関する 専 
門的知見を 有する 者によ る 意見提出など 障害の事実が把握可能な  
料を も っ て確認し ても 差し 支えない。  

 
４  施設機能強化推進費加算（ 別表第１ 運営費の項第１ １ 号）  

施設における 火災・ 地震等の災害時に備え、 職員等の防災教育およ び災害発
生時の安全かつ、 迅速な避難誘導体制を 充実する 等の施設の総合的な防災対策
を 図る 取組（ 注１ ～注３ ） を 行う 施設で、 次に掲げる 要件の複数に該当する 施
設に加算する 。  

（ １ ） 東京都医療的ケア児保育支援事業実施要綱（ 令和４ 年３ 月３ ０ 日付３
福保子保第５ ５ ０ ５ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  

（ ２ ） 東京都一時預かり 事業実施要綱（ 平成２ ７ 年７ 月２ ７ 日付２ ７ 福保子
保第５ ０ ７ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  

（ ３ ） 東京都一時預かり 事業・ 定期利用保育事業実施要綱（ 平成７ 年１ ０ 月
２ ３ 日付７ 福子推第２ ７ ６ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  

（ ４ ） 東京都病児保育事業実施要綱（ 平成２ １ 年９ 月８ 日２ １ 福保子保第３
７ ５ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  



（ ５ ） 多様な他者と の関わり の機会の創出事業実施要綱（ 令和５ 年３ 月３ ０
日付４ 福保子保第４ ９ ４ ３ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  

（ ６ ） 夜間帯保育事業実施要綱（ 令和元年９ 月１ 日付３ １ 福保子保第２ ０ １
２ 号） に定める 事業を 実施し ている こ と 。  

（ ７ ） ４ 月から １ １ 月ま での各月初日を 平均し て乳児が３ 人以上利用し てい
る こ と 。  

ま た、 ①乳児の利用定員が３ 人以上あり 、 かつ、 ②乳児保育を 実施す
る 職員体制を 維持し 、 ③地域の親子が交流する 場の提供や子育てに関す
る 相談会を 月２ 回以上開催し ている 場合、 前年度に要件を 満たし ていた
場合については、 乳児３ 人以上の利用の要件を 満たし たも のと 取り 扱う 。 

（ ８ ）４ 月から １ １ 月ま での間に１ 人以上の障害児（ 軽度障害児を 含む。）（ 注
４ ） の利用がある こ と 。  

（ 注１ ） 取組の実施方法の例示 
ア 地域住民等への防災支援協力体制の整備およ び合同避難訓練等

を 実施する 。  
イ  職員等への防災教育、 訓練の実施及び避難具の整備を 促進する 。 

（ 注２ ） 取組に必要と なる 経費の額 
取組に必要と なる 経費の総額が、 概ね 8 万円以上見込ま れる こ と 。  

（ 注３ ） 支出対象経費需用費（ 消耗品費、燃料費、印刷製本費、食糧費（ 茶菓）、
光熱水費、 医療材料費）、 役務費（ 通信運搬費）、 旅費、 謝金、 備品購
入費、 原材料費、 使用料及び賃借料、 賃金およ び委託費（ 防災訓練お
よ び避難具の整備等に要する 特別の経費に限り 、 教育・ 保育の提供に
当たっ て、 通常要する 費用は含ま ない。）   

（ 注４ ）区長が認める 障害児と し 、身体障害者手帳等の交付の有無は問わない。
医師によ る 診断書や巡回支援専門員等障害に関する 専門的知見を 有
する 者によ る 意見提出など 障害の事実が把握可能な資料を も っ て確
認し ても 差し 支えない。  

 
５  小学校接続加算（ 別表第１ 運営費の項第１ ２ 号）  

小学校と の連携・ 接続について次に掲げる 取組を 行う 施設に加算する 。   
（ １ ） 小学校と の連携・ 接続の担当に関する 業務分掌を 明確にする こ と 。  
（ ２ ） 授業、 行事、 研究会、 研修等の小学校と の子ど も およ び教職員の交流

活動を 実施し ている こ と 。  
（ ３ ） 小学校と 協働し て、 ５ 歳児から 小学校１ 年生ま での２ 年間（ ２ 年以上

を 含む。） のカリ キュ ラ ム を 編成し 、 実施し ている こ と （ 小学校と の継
続的な協議会の開催等によ り 具体的な編成に着手し ている と 認めら れ
る 場合を 含む。）。  

 
６  栄養管理加算（ 別表第１ 運営費の項第１ ３ 号）  

食事の提供にあたり 、 栄養士を 活用（ 注） し て、 栄養士から 献立やアレ ルギ
ー、 アト ピ ー等への助言、 食育等に関する 継続的な指導を 受ける 施設に加算す
る 。   

上記の要件に適合し なく なっ た場合には、 適合し なく なっ た日の属する 月の
翌月（ 月初日に適合し なく なっ た場合はその月） から 加算の適用が無いも のと
する 。   

（ 注） 栄養士の活用に当たっ ては、 雇用形態を 問わず、 嘱託する 場合や、 調
理員と し て栄養士を 雇用し ている 場合も 対象と なる 。  

 
 
 



７  その他  
「 ２  療育支援加算」、「 ３  高齢者等活躍促進加算」、「 ４  施設機能強化推進

費加算」、  「 ５  小学校接続加算」、「 ６  栄養管理加算」 については、 在籍児童
がいない月は算定でき ないも のと する  
 



別表第３ （ 第８ 条関係）  
補 助 条 件 

１  財産処分の制限 
（ １ ） 設置者は、 補助事業によ り 取得し 、 ま たは効用の増加し た不動産なら び

に従物なら びに価格が単価５ ０ 万以上の機械およ び器具については、「 補
助金等によ り 取得し 、 ま たは効用の増加し た財産の処分制限期間」（ 平成
１ ２ 年３ 月２ ９ 日厚生省告示第１ ０ ５ 号） に定める 期間を 経過する ま で、
区長の承認を 受けないでこ の補助金の交付の目的に反し て使用し 、 譲渡し 、
交換し 、 貸し 付け、 ま たは担保に供し てはなら ない。  

（ ２ ） 設置者は、 賃借し ている 建物について補助金の交付を 受けた場合におい
て、 補助事業によ り 取得し たも のま たは効用の増加し た部分につき 、 造作
買取請求権その他の権利が生じ たと き は、 その処理につき 区長の承認を 受
ける も のと する 。  

 
２  財産処分に伴う 収入の納付 

区長の承認を 受けて１ に定める 財産を 処分する こ と によ り 収入があっ た
場合には、 その収入の全部ま たは一部を 区に納付さ せる こ と がある 。  

 
３  財産の管理義務 

設置者は、補助事業によ り 取得し 、ま たは効用の増加し た財産については、
事業完了後においても 善良な管理者の注意を 持っ て管理する と と も に、 その
効率的な運用を 図ら なければなら ない。  

 
４  開設準備経費の返還 

設置者は、 開設準備経費の交付を 受けた認証保育所について、 開設後５ 年
未満に事業を 廃止し た場合は、 ２ の定めにかかわら ず補助金の交付額に次の
表の率を 乗じ た額を 返還し なければなら ない。 ただし 、 こ の返還額と 開設準
備経費にかかる ２ の納付額の合計額は補助金交付額を 上回ら ないこ と と す
る 。  

   

１ 年未満 
１ 年以上 
２ 年未満 

２ 年以上 
３ 年未満 

３ 年以上 
４ 年未満 

４ 年以上 
５ 年未満 

５ ０ ％ ４ ０ ％ ３ ０ ％ ２ ０ ％ １ ０ ％ 

 
５  補助事業の完了時期 

補助事業は、 当該年度の３ 月３ １ 日ま でに完了し なければなら ない。  
 
６  書類の整備保管 

設置者は、 補助金と 補助事業に係る 予算およ び決算の関係を 明ら かにし た
書類を 整備し 、 こ れを 当該事業完了後５ 年間保管し ておかなければなら ない。
ただし 、 開設準備経費の証拠書類については、 １ ０ 年間保管し なければなら
ない。  

 

  

 

 



第１号様式（第９条関係） 

品川区認証保育所運営費補助金交付申請書 
年  月  日 

品川区長 あて 

保育所名             

所在地              

設置者所在地           

設置者氏名            

電話番号             

 

  年度  月分品川区認証保育所運営費補助金について、品川区認証保育所運営費等補助要綱第９条第

１項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

記 

１． 交付申請額 

金        円 

２． 内  訳 

施設定員      人   施設類型 Ａ型 ・ Ｂ型 

年 齢 基本額（円） 人数 金額（円） 

０ 歳 児    

１ ・ ２ 歳 児    

３ 歳 児    

４ 歳 児 以 上    

基本額合計   

 

（保育短時間） 

年 齢 基本額（円） 人数 金額（円） 

０ 歳 児    

１ ・ ２ 歳 児    

３ 歳 児    

４ 歳 児 以 上    

基本額合計   
 
 

加算項目 単価（円） 人数 金額（円） 

冷暖房費加算    

３歳児配置改善加算    

４歳以上児配置改善加算    

減価償却費加算    

賃借料加算    

チーム保育推進加算    

技能・経験に着目した加算 
  

 
  

インフルエンザ予防接種費用助成   

認証保育所処遇改善等加算   



療育支援加算   

高齢者等活躍促進加算   

施設機能強化推進費加算   

小学校接続加算   

栄養管理加算   

精算額  

加算額合計  

 

合計（円）  

 

 

３． 添付書類 

     品川区認証保育所運営費補助金交付申請児童名簿 

     インフルエンザ予防接種費用助成は、内訳書および領収書の写し等 

     認証保育所処遇改善等加算は、賃金改善計画書（認証保育所処遇改善等加算） 



 

第２号様式（第９条関係） 
                

品川区認証保育所運営費補助金交付申請児童名簿 
 

保育所名            

  年  月  日現在 

（補助対象児童数） 

 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

品 川 区 児 童 数        
品 川 区 児 童 数 

（ 保 育 短 時 間 ）        

区 外 補 助 対 象 児 童 数        

計        

（補助対象外児童数） 

 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

一時保育児童数（登録数）        

都外在住者月極児童数        

計        

（品川区在住児童） 

 
年

齢 
児童氏名 生年月日 現住所 

入所 

年月日 

月契

約時

間 

基本

保育

料 
備考 

１         

２         

３         

４         

５         

６         

７         

８         

９         

10         

11         

12         

13         

14         

15         

16          

17          

18          

19          

20          

1. 年齢は入所した日の属する年度の初日の前日の年齢とし、0 歳児から年齢順に記入すること。 

2. 新規児童については、受託届および契約書の写しを添付すること。備考欄に新規と明記すること。 

 

 

 

 

 



 

（品川区在住児童） 

21         

22         

23         

24         

25         

26         

27         

28         

29         

30         

31         

32         

33         

34         

35         

36         

37         

38         

39         

40         

41         

42         

43         

44         

45         

46         

47         

48         

49         

50         

51         

52         

53         

54         

55         

56         

57         

1. 年齢は入所した日の属する年度の初日の前日の年齢とし、0 歳児から年齢順に記入すること。 

2. 新規児童については、受託届および契約書の写しを添付すること。備考欄に新規と明記すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（管外在住児童） 

 
年

齢 
児童氏名 生年月日 現住所 

入所 

年月日 

月契

約時

間 

基本

保育

料 
備考 

１         

２         

３         

４         

５         

６         

７         

８         

９         

10         

11         

12         

13         

14         

15         

16         

17         

18         

19         

20         

21         

22         

23         

24         

25         

26         

27         

28         

29         

30         

31         

32         

33         

34         

35         

36         

37         

※ 年齢は入所した日の属する年度の初日の前日の年齢とし、0 歳児から年齢順に記入すること。 

 

 

 

 

 



 

第３号様式（第５条、第９条関係） 

 

品川区認証保育所受託届 
  年  月  日 

品川区長 あて 

保育所名               

 

所在地                 

 

設置者所在地             
                   

設置者氏名              

 

電話番号                  

 
 

品川区に住所を有する下記の児童の保育の実施について、品川区認証保育所運営費等補助要綱

第５条の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

児童 

住 所  生年月日  

氏 名 

（ふりがな） 

 

 

入所時 

の年齢 
 

保護者 
氏名 

（続柄・ふりがな） 

 

 
電話番号  

保育を必要

とする理由 
 

受託期間  

保育時間 
月     時間 

午前・午後  時  分から午前・午後  時  分まで、週  日 

保育料金 

基本保育料         円 

その他           円 

合計保育料         円 

認可保育所

への申込み

の有無 

申込み中          区 

申込みの予定なし 理由                 

※契約書の写しを添付すること 

 



第４号様式（第９条関係） 
 

品川区認証保育所修繕費補助金交付申請書 
 

  年  月  日 

品川区長 あて 

 

保育所名             

所在地              

設置者所在地           

設置者氏名               

電話番号               

 

 

品川区認証保育所修繕費補助金について、品川区認証保育所運営費等補助要綱第９条第３項の

規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

 

記 

 

 

１． 交付申請額     金          円 

 

 

２． 総工事費      金          円 

 

 

３． 工事費内訳     別紙内訳のとおり 

 

 

４． 工事完了年月日       年  月  日 

 

 

５． 添付書類      工事費内訳書 

工事契約書の写し 

領収書の写し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第１０条関係） 

 

第     号 

   年  月  日 

 

品川区認証保育所運営費補助金交付決定通知書 
 

保育所名          様 

 

 

品川区長           印 

 

 

品川区認証保育所運営費補助金の交付について、下記のとおり決定したので、品川区認証保育

所運営費等補助要綱第１０条第１項の規定に基づき、通知します。 

 

 

記 

 

交付決定金額            円 
 

内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６号様式（第１０条関係） 

 

第     号 

   年  月  日 

 

品川区認証保育所修繕費補助金交付決定通知書 
 

保育所名          様 

 

 

品川区長           印 

 

 

品川区認証保育所修繕費補助金の交付について、下記のとおり決定したので、品川区認証保育

所運営費等補助要綱第１０条第２項の規定に基づき、通知します。 

 

 

記 

 

交付決定金額            円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第１１条関係） 捨印

千 百 十 万 千 百 十 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

請　求　書

金額

￥ 0 0

件名　品川区認証保育所運営費補助金について（　月分）

　　上記金額を請求します。

　　　　　　　年　　　月　　　日

品川区長　　様

所　在　地

 品川区

施　設　名  

請求者住所

 

支店名

口座番号

氏　　　名  

 　

口座名義

金融機関名



第８号様式（第１４条関係） 

 第     号 

   年  月  日 

 

品川区認証保育所運営費補助金交付決定取消通知書 
 

保育所名          様 

 

 

品川区長           印 

 

 

     年  月  日付       号により通知した、品川区認証保育所運営費補助金

の交付決定について、下記の理由により取り消したので、品川区認証保育所運営費等補助要綱第

１４条第１項の規定に基づき通知します。 

 

記 

 

取消理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９号様式（第１４条関係） 

 第     号 

   年  月  日 

 

品川区認証保育所修繕費補助金交付決定取消通知書 
 

保育所名          様 

 

 

品川区長           印 

 

 

     年  月  日付       号により通知した、品川区認証保育所修繕費補助金

の交付決定について、下記の理由により取り消したので、品川区認証保育所運営費等補助要綱第

１４条第１項の規定に基づき通知します。 

 

記 

 

取消理由 

 

 



　

（定員　　名）

所在地

設置者

円

① ①
補 人
助 件
金 費

②
管 光熱水費
理
管 旅費
理
費 職員研修費

福利厚生費（健康診断･被服購入等）

保健衛生費

修繕費

賃借料

賠償責任保険料

雑費

②
保
護
者
負Ｔ」
担
金

③
一
般
生
活
費

③
そ
の
他

④
引
当
金

⑤借入金返済（当該施設に関わるものに限る）

Ｂ　支出合計（Ｂ＝①＋②＋③＋④＋⑤）　　　

営

ｲ ﾝ ﾌ ﾙ ｴ ﾝ ｻ ﾞ 予防 接種 費用 助成
人

品
　
川
　
区
　
分

①補助金合計

技 能 ・ 経 験 に 着 目 し た 加 算

Ａ　収入合計　（Ａ＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）

④繰越金

Ｃ　差引剰余金（C＝Ａ-Ｂ）

⑥借入金（当該施設に関わるものに限る） ④引当金合計

施設改修ための準備金

⑤引当金の取崩 大型備品の購入のための準備金

（以上のいずれにも属さず、児童の保育上必要
なもの）

③一般生活費合計

③その他合計 退職金の積立

収益事業（バザー等）

②保護者負担金合計

保育材料費

寄付金

児童保健衛生費

雑費

給食費

延長保育料

入園料

一時預かり保育料 (延　　　　人）

②管理費合計

オムツ代

冷暖房費

給食費

運営費合計

保育料

開設準備経費

費
他

区

市

分

修繕費

賃 借 料 加 算 ＠ ×
人

小計

減 価 償 却 費 加 算 ＠ ×
人

①人件費合計

3歳児配置改 善加 算＠ 3,900×
人

小計

通信費

消耗品費

冷 暖 房 費 加 算 ＠ 100 ×
人

備品費

項　目

　　　 年　　　 月　　　 日

品　川　区　長　　　あて

施設名　　　　　　　　　　　　　　

4 歳 児 以 上 ＠ ×
人

法定福利費（社会保険料事業主負担分）

運
1 ･ 2 歳 児 ＠ ×

人
法定福利費（社会保険料事業主負担分）

第１０号様式（第１５条関係）

　　品川区認証保育所運営費等補助要綱第１５条の規定に基づき、補助に係る事業の実績について下記のとおり報告します。

実　　績　　報　　告　　書

項　　目 金　額（円）

嘱託医報酬・臨時職員賃金

0 歳 児 ＠ ×
人 常勤

給与等

（以上のいずれにも属さず、施設管理上必要な
もの）

金　額（円）

令和５年度品川区における認証保
育所運営費等補助の交付決定額

１．令和５年度収支の状況

収　　　　　入 支　　　　出

3 歳 児 ＠ ×
人 非常勤



合計

小計

その他

法定
福利費

諸手当

報酬
･

賃金

非常勤
・臨時

人数

小計

その他

法定
福利費

諸手当

給与

２月 ３月 合計

常勤

人数

１２月１０月 １１月６月 ７月 １月

＊合計は、１．収支状況　支出①人件費合計と同じであること

９月

２．職員の状況

　
月

４月 ５月 ８月



３．在籍児童の状況

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

対象

対象外

品川

1歳

対象

2歳

対象

対象外

品川品川

外

品川

外

対象

対象外

品川

外

合計

対象

対象外

品川

外

4歳

対象

対象外 対象外

品川

外 外

対象

対象

対象外対象外

3歳

対象外

外

外

対象外

外

対象

品川

対象

対象 対象

対象外

品川 品川

外 外

対象外対象外 対象外

対象対象 対象対象

対象外

対象

対象 対象

品川 品川

対象外 対象外

外 外 外

対象対象

品川

対象外

外

対象

品川

対象 対象

対象外 対象外

品川 品川

外 外

対象外

対象

対象外

対象

品川 品川

外 外

対象対象

対象外

品川

対象外

外 外

対象 対象

対象外

品川 品川

外 外

対象対象 対象対象

品川品川 品川

対象外

対象

対象外 対象外

品川

外 外

対象外

品川

対象対象 対象

品川

対象外 対象外

品川

対象

品川 品川

対象対象

品川

外外 外

対象

対象外対象外 対象外 対象外

対象 対象

対象外 対象外

品川 品川 品川

外 外外 外

対象対象

対象外 対象外

対象 対象

品川

品川

対象外 対象外 対象外

対象

品川

対象 対象

対象外

品川 品川

対象外 対象外

対象対象 対象

対象外

対象

品川

対象外

品川

対象外 対象外

対象 対象

対象外 対象外

品川

対象 対象

品川 品川

対象対象

対象外対象外 対象外

対象

品川

対象 対象

対象外対象外

外 外

品川品川 品川

対象外対象外 対象外

対象対象 対象

対象

品川

対象

品川

対象外

品川

外

品川

外 外 外 外合計

対象外 対象外

対象 対象対象

6月

7月

2月

3月

12月

1月

11月

8月

9月

10月

対象 対象

対象外 対象外

品川 品川

対象外

対象

外 外 外 外

対象

対象外

対象

対象外

対象

外

対象外

外

月 初　　日　　在　　籍　　児　　童　　数
0歳 5歳

品川 品川

4月

5月

対象

対象外 対象外

品川

品川

対象

外

品川

外

品川

外

品川

品川 品川 品川 品川

対象外 対象外

外

品川 品川

対象外

外 外 外 外 外

対象

対象外

品川

外

品川

対象外

対象外

外

品川

対象

品川

対象

対象外対象外

外 外

外 外

品川

外 外

外

対象外

品川

対象外

品川

対象

対象外対象外

外

対象

外 外 外

品川 品川 品川

対象

品川 品川

品川 品川

外 外 外

対象外 対象外

外

品川

外 外 外 外 外 外 外

外 外 外 外 外 外

品川 品川

対象外 対象外

対象

品川

外 外 外

対象

対象外 対象外

対象

品川

対象外 対象外

品川 品川 品川

対象 対象

対象外

対  象・・補助対象児童数

　　　　品川　-　品川区の補助対象者数

　　　　外　-　品川区外の補助対象者数

対象外・・補助対象外児童数

外 外 外

外

品川 品川


